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はじめに 
 
 国連物品売買条約（ウィーン売買条約、CISG; United Nations Convention on Contracts for the 
International Sale of Goods、以下「CISG」という）は、世界67ヶ国が加盟する条約で、2005年韓
国においても条約が発効し、今や先進工業国でCISG未加盟の国は日本とイギリスを残すのみと
なった。そのイギリスにおいても、CISGへの加盟が検討されている。 
 イギリスがあえてCISGを採用する気になれないでいたのはわからないでもない。イングラン
ド法は国際取引における準拠法として広く用いられ、ある意味で現に世界的な法規範としての
地位を占めていることから、何を今更と考えていたとしても不思議ではない。 
 日本はどうか。なぜ日本はCISGに加盟しないのかという質問は、国際取引法の授業では必ず
学生から受ける質問の一つである。イギリスとは事情が異なるし、これには答えに窮するので
あるが、理由の一つには産業界のニーズが乏しかったことが挙げられよう。日本の貿易は大手
商社がその多くのシェアを占めてきたが、その商社にとっての必要性が乏しかったという事情
がある。 
 商社の国際売買契約書においては、それが相手方に受け容れられるか否かの問題はあるにせ
よ、独自の（自らに有利といえる）約款がプリントされた標準書式が用いられているのが普通
である。つまり、たとえ日本がCISGに加盟したとしても、自らの約款を使用しようとするから、
CISGを排除する公算が大きく、積極的に加盟するニーズに乏しいのである。 
 しかし近時、急速に中小企業を含め多くの企業が当然のように貿易業務に携わるようになっ
てきており、必ずしも専門の法務スタッフを持たない企業の貿易への参入も見られるところで
ある。標準約款を整備するような余裕のない企業にとっては、CISGのように国際売買を固有の
規律対象とする規範に準拠することは、国際取引における法的安定性の確保という意味で、意
義のあることといえよう。 
 もうひとつCISGへの加盟を躊躇させてきた理由に、判例の蓄積が乏しく、判決についての予
測可能性に欠けるということが挙げられる。しかし、CISGの効力が生じた1988年から20年近く
を経て、判例もかなり蓄積されるに至った。また国際取引法フォーラム主催により７月15日に
開催された「ウィーン売買条約研究シンポジウム」における「柏木報告＊１」によれば、予測可
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能性に重要な障碍となるほどの国毎による判例の大きな分裂ということはないとされる。もと
より一国の判決も割れることがあるのであるから、国が異なれば、判例にばらつきが生ずるこ
とは避けがたいが、予測可能性が増していることは確かであり、CISG加盟の意義は高まってい
るといえよう。 
 より高度の視点からすれば、国際的な売買契約の規範としてのCISGに加盟することにより、
世界の法文化への貢献という点が挙げられる。CISGを取り込むことは、日本の民商法に影響を
与えざるを得ないであろうし、そのことによって得られた知見を海外へ情報発信することが期
待できる。目下、日本政府は内閣府の法令外国語翻訳推進プロジェクトに見られるように、日
本法の対外発信を進めている。日本の裁判所からCISG適用の判例が海外に発信できるようにな
れば、日本法令の翻訳と相俟って日本の対外司法戦略に大きく貢献することになろう。 
 このように日本においてもCISG加盟の機が熟して来ている折から、この問題を取り上げるこ
とはそれなりの意義があると考え、本稿をまとめた次第である。もとよりCISGは膨大ですべて
を取り上げることはできないので、CISG第Ⅱ部に規定する契約の成立に関する判例動向を中心
テーマとして取り上げてみた＊２。CISG適用による予測可能性を占うよすがともなれば幸いであ
る。なお本稿は、UNCITRAL Digest of Case Law on the United Nations Convention on the 
International Sales of Goods＊３（以下、「ダイジェスト」という）で取り上げられた事例をもとに、主
にCLOUT＊４を基礎資料として取り上げた。 
 
Ｉ  CISG 第Ⅱ部の構成とその適用 
 
 国際売買契約の成立については、CISG第Ⅱ部に定められ、申込に対する承諾がCISGの規定
に従って効力を生じた時、契約が成立するとする（23条）。日本法も意思表示の合致により契約
が成立するという構成を採っている点で、同様である。 
 14条から17条は、申込について、18条から22条は、承諾について、23条から24条は、契約の
成立する時および意思表示の「到達」する時の決定方法について定める。 
 
１．第Ⅱ部適用についての一般的留意点 
 
(1)契約の有効性および方式要件 
 第Ⅱ部は、売買契約の成立について規律するが、CISGに別段の明示の規定のない限り、契約
もしくはその条項または慣習の有効性に関与しない（４条(a))。その結果、国際私法から導か
れる国内法が有効性の問題を規律することになる＊５。 
 またCISGは、売買契約が書面によることを要せず、いかなる方式をも要しない旨、明定する
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（11条）。しかし締約国は、当該国に営業所を有するすべての当事者について、この規定を採用
しないことを宣言できる（12条、96条）。 
 
(2)当事者の言明（statement）および行為（conduct）の解釈 
 契約は申込に対する承諾によって成立するが、その申込と承諾の意思表示が問題となった場
合、その解釈は第I部総則8条に委ねられる。後述するように本稿で取り上げた事例においても
随所に８条の適用例がみられる（特に後述 Ⅳ ２(1)最終段落参照）。 
 ８条１項は、当事者の言明やその他の行為は、相手方がその意図（intent）を知りもしくは知
りうべきであれば、その意図に従って解釈されなければならないとし、同条２項は、その意図
が認識されていない場合は、合理的な者（reasonable peson）であればどのように判断したかに
よって解釈されるべきものとし、同条３項は、１項および２項の判断に当たっては、当事者の
交渉経緯、当事者の取引慣行、慣習および事後の行為を含め一切の状況が考慮されるべきであ
るとする。 
 より具体的には、14条に規定する申入れが「申込」になるためには、一または複数の特定の
者に向けられなければならないとするが、その申入れをした者の特定または申入れが向けられ
た者の特定ついては、８条の規定が適用される。また申入れが「申込」になるか、「申込の誘引」
とされるかの解釈も８条による。申込や承諾についての言明もしくは行為による意思表示が十
分に明確であるか否かの判断が求められる場合も８条によって解釈される。また24条は意思表
示の「到達」について規定するが、相手方に理解できない言語が用いられた場合に意思表示が
相手方に到達するか否かについての明示の規定はないので、かかる場合も８条に従って解釈さ
れる。 
 
(3)29条への第Ⅱ部の適用 
 29条は、契約の変更または解消に関する第Ⅲ部実体売買法の規定であるが、その合意の成立
については、第Ⅱ部の規定が適用される。同条は、契約は当事者の合意のみにより変更または
解消できるとするが、これらの申入れに関する申込と承諾に関しては、第Ⅱ部の規定が適用さ
れ、とりわけ18条が適用されることが多い（後述Ⅳ ２参照）。 
 
(4)契約の成立と仲裁合意 
 仲裁合意はその性質上、仲裁の対象となる法律関係とは別個の合意であるとされる。仲裁合
意は仲裁の対象となる法律関係を定める契約書、たとえば本稿のテーマとする売買契約であれ
ば、売買契約書のなかで定められることが多く、売買契約の成立が直ちに仲裁合意をも含意す
るとの誤解が生じがちである。この点、CISGの適用された事例においては、明確に区分されて
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おり、契約の成立が認められたものの、仲裁合意は成立していないとされたスペインの２例が
報告されている。 
 
２．標準約款の組込み 
 
 売買契約のように定型的な契約は、包括的および反復的使用のために予め準備された標準約
款が用いられることが多い。CISGは、標準約款の使用によって生ずる問題に関して特段の規定
を設けていないが＊６、鹿肉の代金不払に対する損害賠償請求を認容したドイツの判決（CLOUT 
case No.361：ドイツの売主[原告]対ベルギーの買主[被告]）で示されたようにCISGもしくは国
内法の規定に従って解釈されるものとしている。 
 
(1)標準約款に対するCISGの適用 
 CISGが適用される場合は、標準約款が有効に組み込まれているか否かの判断は、当事者の意
思表示に関する解釈問題として８条に基づいてなされているケースが多い（前述Ｉ １(2)参照）。
同条が適用された事例として、以下が報告されている。 
 売主が選択権を有するとする標準約款は有効とされたが、車が合理的期間内に引き渡されな
かったので、引取・支払拒否に対する売主の損害賠償請求を棄却したドイツの判決（CLOUT case 
No.362：デンマークの売主[原告]対ドイツの買主[被告]）、当事者が裏面約款に拘束する意思は
なかったとする宣誓供述書について、口頭証拠原則（parol evidence rule）に基づき、これを採
用しなかった下級審に対して、CISG８条に基づき一切の事情を考慮する必要があるとして、こ
れを破棄したアメリカ第11巡回裁判区連邦控訴裁判所判決＊７（CLOUT case No.222：アメリカ
の買主[原告]対イタリアの売主[被告]）、両当事者が標準約款に合意しているとして、カシミア
代金請求を認容したドイツの判決（CLOUT case No.232：イタリアの売主［原告］対ドイツの
買主［被告］）、標準約款が合意されていないから、当事者の合意している慣習に従う（CISG第
９条１項）とし、その意思の有無についてCISG8条を適用したドイツの判決（CLOUT case 
No.176：ドイツの買主［原告］対オーストリアの売主［被告］）、商事確認書（kaufmännische 
Bestätigungsschreiben）＊８の受領前に契約が締結されており、事後に送られた同書記載の標準約
款に対する承諾がされていないとしたフランスの判決（CLOUT case No.203：フランスの買主
［原告］対イタリアの売主［被告］）などがある。 
 また標準約款が相手方当事者の言語に翻訳されていない場合の効力についても、CISG８条が
判断基準とされることが多く、それらの事例として、交渉がイタリア語でなされた売買契約に
おいて、ドイツ語で記載された売主の責任を限定する標準約款が無効とされ、買主から権利譲
渡されたリース会社の売主に対する売買代金の返還および損害賠償請求を認容したドイツの判
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決(CLOUT case No.345：イタリアのリース会社・買主［原告］対ドイツの売主［被告］）、一方
の当事者が援用するオランダ語の裏面約款について、相手方当事者に探索義務があるとする主
張に対し、国際取引における誠実（good faith) 原則および当事者の協力による情報の共有とい
う一般的義務に反するとして、これを否定したドイツ連邦通常裁判所判決＊９、意思表示の到達
を規定する24条により、当事者によって合意された言語で、以前の取引において当事者に使用
されまたは取引における慣習として用いられていない限り、標準約款は相手方に「到達」して
はいないが、状況からして被告は通知についての確認義務があったとして請求を認容したドイ
ツの判決（CLOUT case No.132：イタリアの売主・債権譲受人［原告］対ドイツの買主［被告］）、
標準約款の曖昧さについて、「一般原則」によりこれを使用する側の当事者の不利に解釈される
べきであるとし、家具の契約への不適合を理由とする売買代金請求を否認したドイツの判決
（CLOUT case No.165：オーストリアの家具製造業者［原告］対ドイツの買主［被告］）などが
ある。 
 
(2)標準約款に対する国内法の適用 
 国内法に基づいて標準約款の拘束力について判断した事例では、法廷地の国際私法により国
内法が適用され、電気掃除機の売買代金の請求を認容したドイツの判決（CLOUT case No.318：
オランダの売主［原告］対ドイツの買主［被告］）、標準約款について８条３項を考慮する事情
が存在しないとして、国内法を適用して物品の不適合に起因する損害賠償を認容したドイツの
判決（CLOUT case No.272：オーストリアの買主［原告］対ドイツの売主［被告］）、標準約款
の条項が実体法に関するものであるから、国内法が適用されるとして、通知の遅延により引き
渡された物品に付着した接着剤の除去費用の請求を棄却したドイツの判決（CLOUT case 
No.230：ドイツの売主［被告］対オーストリアの買主［原告］）がある。 
 
Ⅱ CISG第Ⅱ部留保国について 
 
 売買の当事者がCISG締約国に所在するか（CISG １条１項(a)）、法廷地の国際私法が締約国
の法を導く場合は（同１条１項(b))、当事者がCISGの適用を排除しない限り（同６条）、契約
が成立したか否かの決定にあたりCISG第Ⅱ部の契約の成立に関する規定が適用される。 
 ただしCISG締約国は、92条に基づき第Ⅱ部の規定を留保することができる。同条に基づき第
Ⅱ部に拘束されない旨、宣言している留保国は、デンマーク、フィンランド、アイスランド、
ノルウェイおよびスウェーデンである。 
 また契約の成立に関して、同一または相互に密接な関係を持つ法令を有する締約国間におい
ては、売買契約の両当事者の営業所がそれらの国に所在する場合には、売買契約の成立に関し
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てCISGを適用しない旨、宣言することができ（94条１項）、同一または相互に密接な関係をも
つ法令を有する複数の非締約国との関係においても同様に、かかる宣言をすることができる（94
条２項）。そして非締約国が締約国になった場合には、すでに留保国となっている国の当事者と
の契約の成立に関して、引き続きCISGが適用されない旨、宣言することができる（94条３項）。
デンマーク、フィンランド、ノルウェイおよびスウェーデンは、相互に宣言し、またアイスラ
ンドに対しても宣言している。アイスランドは締約国になった時、この留保を行っている。 
 かかる留保国に一方の当事者が所在する場合、契約の成立に関してCISGが適用される場合と
国内法が適用される場合とが生ずる。国内法の適用には、法廷地の国際私法を通して、留保国
の法が指定された結果、国内法が適用される場合と、直裁に法廷地の法が適用される場合とが
ある。しかし留保国が法廷地であっても、その国際私法を通して非留保国が指定された結果、
CISGが適用されている事例が以外に多いというのが実感である。そこで先ずかかる状況下の
CISGの適用事例を検討し、ついで国内法の適用事例を検討する。 
 
１．留保国の場合におけるCISGの適用 
 
 留保国に一方の当事者が所在する場合で、CISGが適用された事例について検討する。なおダ
イジェストでは、当事者の一方がCISG締約国で他方の当事者が非締約国に所在する場合につい
ての言及がないが、第Ⅱ部の留保国を非締約国に置き換えることもできよう＊10。したがって日
本に所在する当事者が締約国に所在する当事者との売買において、CISGが適用される蓋然性を
占う材料となりえよう。 
 CISGの適用例としては、国際私法の原則により1955年「動産の国際的売買の準拠法に関する
ハーグ条約」に基づき、それぞれフランス法とイタリア法が指定された結果、CISGが適用され
たデンマークの判決（CLOUT case No.309：デンマークの売主［原告］対フランスの買主［被
告］）、当事者が契約書においてCISGに従うことに合意していたことから、CISGを適用したICC
仲裁判断（CLOUT case No.301：イタリアの売主［申立人］対フィンランドの買主［被申立人］）、
当事者の行為により相互にCISGに拘束される意思があったとして、準拠国内契約法への依拠を
明示的に否定しCISGを適用したドイツの判決（CLOUT case No.134：フィンランドの売主［原
告］対ドイツの買主［被告］）、理由も示さずにCISGを適用して契約解除を認容したドイツの判
決（CLOUT case No.362：デンマークの売主［原告］対ドイツの買主［被告］）、当事者が締約
国に所在することをもってCISGを適用したドイツの判決（CLOUT case No.121：スウェーデン
の買主［原告］対ドイツの売主［被告］）、契約成立そのものに争いがないことから、一方の当
事者が留保国に所在することを考慮せずにCISGを適用するとしたスイスの判決＊11（CLOUT 
case No.201：フィンランドの売主［原告］対スイスの買主［被告］＊12）などがある。このよう
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に一方の当事者が留保国に所在している場合でも、理由は様々だが少なからずCISGが適用され
ている。 
 
２．留保国の場合における国内法の適用 
 
 法廷地の国際私法により留保国の法が指定され、その結果、留保国の国内法が適用されるこ
とがあり、その事例に下記がある。 
 法廷地ハンガリーの国際私法によりスウェーデン法を適用し代金請求を認容した判決
（CLOUT case No.143：スウェーデンの売主［原告］対ハンガリーの買主［被告］）、法廷地ド
イツの国際私法によりデンマーク法が適用され代金請求を認容した判決（CLOUT case 
No.228：デンマークの売主［原告］対ドイツの買主［被告］）である。 
 一方、法廷地が非留保国なのに法廷地法が適用された例がある。スウェーデンが第Ⅱ部留保
国であることをもって、契約の成立についてはアメリカ・イリノイ州法を適用し、その余の判
断についてはCISGを適用して、主要事実に争いがあることから当事者の求めた略式判決
(summary judgement＊13）を付与しなかったアメリカ・イリノイ州北部地区連邦裁判所の決定＊14
（CLOUT case No.419：スウェーデンの売主［被告］対アメリカの買主［原告］＊15）がそれで
ある。 
 
Ⅲ 申込に関する規定について 
 
 申込についてCISGは、14条から17条に規定するが、14条は特定の者に向けられた契約締結の
申入れが承諾されれば、契約が成立する「申込」について定める。申込は、十分に確定的（definite）
であり、承諾があれば拘束されるとの申込者の意思（intention to be bound）が示されていなけれ
ばならない。14条１項第２文は、物品を示し、かつ明示的にもしくは黙示的に数量または代金
を定めもしくはその決定方法を規定している場合には、申入れは十分に確定的であるとする。 
 本条は、条件付承諾（19条１項）が反対申込を構成するか否かを決定する場合にも適用され
る。反対申込に本条が適用された事例として、発注された部品の一部の代金の明示がない反対
申込が十分に明確ではないから14条１項の要件を満たさないとしたドイツの判決（前掲・
CLOUT case No.121：スウェーデン人の買主[原告]対ドイツ人の売主［被告］）、および発注さ
れた燐酸モノアンモニウムの数量に関する返答について、実質的な変更に該当する反対申込に
当たるか否かの審理のため一審に差し戻したオーストリア最高裁判決＊16（CLOUT case 
No.189：ロシアの買主［原告］対オーストリアの売主［被告］）が報告されている。 
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１．申込の向け先 
 
 14条１項第１文は、申入れが「申込」になるためには、一または複数の特定の者に向けられ
なければならないとする。14条２項は、特定の者に向けられたのではない場合の申入れについ
て規定する。申入れをした者の特定または申入れが向けられた者の特定ついては、８条の規定
が適用される（前述 I １(2)参照）。 
 
(1)当事者の特定 
 契約の締結を申入れする当事者を特定する場合、８条に従って解釈されるが、その適用事例
は、以下の通りである。 
 合理的な者が申込は親会社のためになされたということを知り得ない状況では、受領者はこ
れに拘束されないとしたフランクフルト高等裁判所判決＊17、当事者の交渉経緯と行為からすれ
ば、同一の取締役が経営する会社ではあるが、当該地域に所在する会社ではなく、外国所在の
会社との間で買主が契約締結を意図していたものと認定したシュトットガルト高等裁判所判決＊18、
合理的な者であれば、かかる状況下では支払をなした申込者を買主であると認めることはしな
いとして、契約の成立を否定したオランダ裁判所判決＊19、代金請求を受けた買主が契約当事者
ではないと主張したが、すべての関連する状況を考慮し、姉妹会社ではなく被告が契約当事者
であるとして請求を認容したスイスの判決（CLOUT case No.330：ドイツの売主［原告］対ス
イスの買主［被告］）などである。 
 
(2)代理人の扱い 
 申込の向け先の問題では、代理人の扱いが問題となることが多い。CISGには、代理人につい
ての規定がないが、代理人が契約当事者であるか否かで争われている事案では、その判断に８
条が適用されたり、国内法の補充による判断がなされている。 
 ８条が適用された事例としては、Yの商号を用いX社を代理してイタリアから繊維製品を購入
した代理人に対し、原告が代理人のX社を拘束する意思を知り得なかったとして、当事者とし
ての責任を認定したドイツの判決（CLOUT case No.５：イタリアの売主［原告］対ドイツの買
主［被告］）、書面と状況から判断して第１被告は代理人ではなく売主本人と認定したアメリカ・
ミネソタ州ヘネピン郡連邦地方裁判所判決（CLOUT case No.416：アメリカの買主［原告］対
アメリカの売主［第１被告］・カナダの供給者［第２被告］）、販売店ではなく製造業者を契約当
事者と認定したスイスの判決（CLOUT case No.334：オーストリア製造業者のスイスの販売代
理店・売主［原告］対スイスの買主［被告］）などがある。 
 また商事代理人についての判断をオーストリア法＊21の代理法に求めた事例として、靴の代金
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請求訴訟において、売主と買主の間を取り次いだドイツ会社の従業員J氏の商事代理人としての
立場が曖昧であったので、被申込者が代理人であるか、それを申込者が知っていたかについて
の審理のため下級審に差し戻したオーストリア最高裁判決（CLOUT case No.239：イタリアの
売主［原告］対オーストリアの買主［被告］）が報告されている。 
 
(3)譲受人による請求権の承継 
 当初の契約当事者の請求権が譲渡されることがある。CISGには、譲渡に関する規定がないか
ら、法廷地の国際私法を通して国内法が適用される。ドイツの国際私法を適用して、イタリア
法を準拠法とし債権譲渡を認定したドイツの判決（前掲・CLOUT case No.132：イタリアの売
主・債権譲受人［原告］対ドイツの買主［被告］）がそれである。しかし以下に掲げるように、
多くは特に理由を示さずに請求権を認め当事者適格を認定している。 
 たとえば販売店ではなく製造業者が契約当事者であったと認定したうえで、製造業者の債務
不履行によりその請求権が販売店に譲渡されたとして代金請求を認容したスイスの判決＊21（前
掲・CLOUT case No.334：オーストリアの製造業者のスイスの販売代理店［原告］対スイスの
買主［被告］）、買主から請求権を譲渡されたリース会社の売主に対する売買代金の返還および
損害賠償請求が認容されたドイツの判決（前掲・CLOUT case No.345：イタリアのリース会社・
買主［原告］対ドイツの売主［被告］）などがある。 
 
２．承諾によって拘束される申込者の意思 
 
 14条１項第１文は、契約締結のための申入れは、申入れが向けられた者がその申入れを承諾
した場合には拘束される旨、申し入れた者が意思表示をしなければならないとする。この申入
れが「申込」になるか、「申込の誘引」とされるかの解釈は８条による（前述Ｉ １(2)参照）。 
 この関係の事例として、売買代金を決めずに引き渡された原料について、買主の爾後の行為
により契約締結の意思表示があったと認定したスイスの判決＊22（CLOUT case No.215：オラン
ダの売主［原告］とスイスの買主［被告］）、買主が「we order」や「immediate delivery」と記載
のある注文書を送付したので、拘束される意思があったものとしたスイスの判決（前掲・CLOUT 
case No.330：ドイツの売主［原告］対スイスの買主［被告］）、フランスの売主からドイツの買
主に送付された「we can only propose you」や「First truck could be delivered」などの文言のある
英語による交信（communication）について、売主が拘束される意思表示をしたものと認定した
ハンブルグ高等裁判所判決＊23、両当事者がコンピュータ・プログラムとその代金を表示する注
文書に署名したが、その注文書は契約を締結する意思表示をしたものではなく、単に後日締結
されることあるべき契約の明細を示したに過ぎないとする買主の主張を否定したドイツの判決
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（CLOUT case No.131：フランスの売主［原告］対ドイツの買主［被告］）、２セットのナイフ・
フォークとその引渡の時期を特定している買主の注文書は、単に将来締結されることあるべき
購入契約の申入れに過ぎないとする買主の主張にもかかわらず、承諾がなされれば拘束される
意思があると認められる申込であるとし、契約の成立を認めたスイスの判決（CLOUT case 
No.217：ドイツの売主［原告］対スイスの買主［被告］）などがある。 
 
３．申込の諸条件について 
 
 契約当事者の確定および申込者の拘束される意思の存否の問題については、前項１．および
２．で検討したとおりであるが、以下、契約条件の確定について検討する。契約条件が不明確
である場合、言明もしくは行為による意思表示が十分に確定的であるか否かの判断が求められ
たときは、８条によって解釈されることが多い（Ｉ １(2)参照）。 
 
(1)申込の不明確さの補充について 
 14条は、申入れが申込となるために必ずしも契約の全条件を定めておく必要があるとしてい
るわけではなく、条件の欠缺についてCISGによる補充を認めており、以下の事例がある。 
 ウクライナ製鉄鋼製品の契約締結の申入れが不明確の場合、当事者間で確立された慣習は、
品質、数量および価格等の細目を補充するとしたアメリカ・イリノイ州の判決（CLOUT case 
No.417：イリノイ州の鉄鋼製品販売業者・買主［原告］対ドイツに本社があるイリノイ鉄鋼貿
易業者・売主［被告］）、電話注文の不明確な点について、過去の取引条件によって補充するこ
とができるとしたハンガリーの判決（CLOUT case No.52：ドイツの売主［原告］対ハンガリー
の買主［被告］）、ファックスによるソフトウエア・ディバイスの注文に代金が示されていなか
ったが、十分に確定的であって、承諾によって拘束される意思があったとしたスイスの判決（前
掲・CLOUT case No.330：ドイツの売主［原告］対スイスの買主［被告］）、ソフトウエアの使
用に関することも含めて当事者が後日に合意することを意図していたとしても、すでにインス
トールされたソフトウエアの売買契約は成立するとしたドイツの判決（前掲・CLOUT case 
No.131：フランスの売主［原告］対ドイツの買主［被告］）、ピザ用カートンボックスの引渡場
所が明確でなかったが、31条(a)に基づいて、売主は運送人に引き渡せば、爾後の危険は買主に
移転するとしたドイツの判決＊24（CLOUT case No.360：イタリアの売主対ドイツのピザ店主・
買主［被告］）、買主が輸送方法についての合意を立証できなかったので、32条２項により運送
手段の選択権は売主にあるとしたスイスの判決（CLOUT case No.261：オーストリアの会社・
買主［原告］対リヒテンシュタインの会社のスイス支店・売主［被告］）などが報告されている。 
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(2)品質の表示について 
 申入れが十分に確定的であるためには、14条１項第２文に基づき物品を表示し、数量および
代金を定めていなければならないが、品質については明定されておらず、合理的な者ならば、
確定的であると判断できる程度に明確であれば十分とされ、８条２項が判断基準とされること
が多い（Ｉ １(2)参照）。しかし、さすがに合意がなされている痕跡がない場合は、確定的であ
るとはしていないようである。 
 確定的であると認定した事例に次のものがある。申入れの受領者が合理的な者ならば十分に
明確な記述であると認めることができるので、「中・上級」という品質表示であっても、チンチ
ラ毛皮購入の申入れは確定的であるとしたオーストリア最高裁判決（CLOUT case No.106：ド
イツの売主［原告］対オーストリアの買主［被告］）、品質について「p 205 52％ +/- １％, min 
51％」と表示する燐酸モノアンモニウムの購入申込は、注文された物品の品質を十分に表示し
ているとしたオーストリア最高裁判決（前掲・CLOUT case No.189：ロシアの買主［原告］対
オーストリアの売主［被告］）が報告されている。 
 品質合意がなされておらず、確定的ではないと判断された事例として、試験管の数量につい
ては合意したが、品質については合意に達しないまま引渡しがなされたガラス代金の支払請求
について、合意がないとして否認したドイツの判決（CLOUT case No.135：ドイツのガラス製
造業者・売主［原告］対イタリアの買主）がある。 
 
(3)数量の決定もしくは決定方法について 
 14条１項第２文は、申入れは明示的にもしくは黙示的に数量を定めもしくはその決定方法を
定めていなければならないとする。 
 十分に確定的であるとされた事例として、天然ガス「700トン～800トン」は、取引の慣習に
より明確であるとされたドイツの判決（前掲・CLOUT case No.176：ドイツの買主［原告］対
オーストリアの売主［被告］）、数量に関して「多量の」毛皮とする注文に対し、249枚の引渡が
なされたが、買主がこれを異議なく受領したことにより申込は確定的であったとしたオースト
リア最高裁判決（前掲・CLOUT case No.106：ドイツの売主［原告］対オーストリアの買主［被
告］）、「トラック３台分」の卵について、相手方がトラックに満載されていると理解していると
認定したドイツ・オルデンバーグ地方裁判所判決＊25、「トラック20台分」の濃縮トマト缶詰に
ついて、当事者がこの条件を理解し、かつそれが業界の慣習にも合致していることにより確定
的であるとしたハンブルグ高等裁判所判決＊26、数量について実質的な変更申込に当たるか否か
の審理のために差し戻したオーストリア最高裁判決（前掲・CLOUT case No.189：ロシアの買
主［原告］対オーストリアの売主［被告］）、買主の申込は数量を明示していなかったが、慣習
として売主から必要量の申込があったと解すべきで、十分に確定的であるとしたニューヨーク
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南部地区連邦裁判所判決＊27、3,240足の注文に対する2,700足の引渡は反対申込であり、この
2,700足の受領は行為による承諾であるとして売買代金支払い請求を認容したドイツの判決
（CLOUT case No.291：イタリアの靴製造業者・売主［原告］対ドイツの買主［被告］）がある。 
 確定的ではないとされた事例として、販売店契約の売買条件に数量を明示することが規定さ
れているのに、追加注文について明示がなく確定的ではないとしたアメリカ・ニューヨーク南
部地区連邦裁判所判決（CLOUT case No.187：オーストラリアのファッションアクセサリー製
造業者・売主［原告］対アメリカの販売業者・買主［被告］）がある。CISGは、販売店契約を
規律するものではないが、販売店契約に規定されている売買条件についての条項の適用例が散
見される。 
 
(4)代金の決定もしくは決定方法 
 14条１項第２文は、申入れは数量のみならず明示的にもしくは黙示的に代金を定めもしくは
その決定方法を定めていなければならないとする。しかし希有な例ではあるが、代金が明定さ
れているか否かよりも、承諾に拘束される意思の方が優先した事例がある。ファックスによる
ソフトウエア・ディバイスの注文が、代金が定められていなくとも、承諾に拘束されるとする
意思が明らかであったので、申入れは十分に確定的であるとしたスイスの判決（前掲・CLOUT 
case No.330：ドイツの売主［原告］対スイスの買主［被告］）である。 
 このほか代金について十分に確定的であるとされた事例として、中～高級毛皮を「35～65ド
イツマルク」でという表示が品質に対応した価格に数量を掛け合わせて代金が算定できるから
確定的であるとしたオーストリア最高裁判決（前掲・CLOUT case No.106：ドイツの売主［原
告］対オーストリアの買主［被告］）、過去の取引と同様なので、代金が決められていないくと
も、取引過程(course of dealing)により確定できるとしたハンガリーの判決（CLOUT case No.52：
ドイツの売主［原告］対ハンガリーの買主［被告］）、市場価格により価格調整がなされる売買
代金は確定的であるとし、上告を棄却したフランス破毀院判決（CLOUT case No.155：日本の
売主［原告］対フランスの買主［被告］）、前事例同様に市場価格によって価格調整がなされる
売買代金は確定的であるとしたフランス・パリ控訴院判決（CLOUT case No.158：フランスの
買主［原告］対ドイツの売主［被告］）、仮値決めをしておき、最終購入者へ再販売した後、最
終代金を決定する方法が行われている業界においては、確定的であるとしたICC仲裁判断＊28が
ある。 
 確定的ではないとされた事例として、選択肢のある申入れについて、一部代金の示されてい
ない選択肢があるので、不明確であるとしたハンガリー最高裁判決（CLOUT case No.53：アメ
リカの航空機エンジン製造業者［原告］対ハンガリーの買主［被告］）、追加分の物品の代金を
新年の10日前に決めるという合意は不明確であるとして契約の成立を否認したロシア商工会議
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所国際商事仲裁判断（CLOUT case No.139：オーストリアの買主［申立人］対ウクライナの売
主［被申立人］）がある。 
 
(5)55条に規定する代金決定方法との関係 
 14条は、代金を定めもしくは代金の決定方法を定める申込は、十分に確定的であるとする。
他方、当事者の合意が不明確な場合の代金の決定方法を規定する55条の存在があり、契約締結
時にその取引と対比し得る状況の下で売却されていた同種の物品の代金の請求額とすることに
暗黙の言及があったものとして扱うとしている。 
 55条が適用されるのは、６条に基づき当事者が14条の適用を排除した場合、代金未確定のま
まCISG第Ⅱ部の規定する以外の方式により契約が成立した場合、およびCISG第Ⅲ部を批准し
ているが、CISG第Ⅱ部を批准していない国に一方の当事者の営業所が所在する場合で、その当
該国法が代金未確定であっても契約の成立を認めている場合である＊29。 
 ここでは55条の解釈問題には深く立ち入らないが、以下に示すように55条の適用を排除する
傾向が顕著である。その多くは、明示的にもしくは黙示的に代金を定めもしくは決定方法が定
められていることを理由としている。 
 55条の適用を排除した事例として、市場価格との乖離があっても当事者の代金についての合
意が確定的であると認定された事例（CLOUT case No.343：）、チンチラ毛皮の代金は申込と承
諾により明確に定められているから55条は適用しないとしたオーストリア最高裁判決（CLOUT 
case No.106：ドイツの売主［原告］対オーストリアの買主［被告］）、後日代金を決めることに
していた契約において、後日決める合意があったのであるから、55条は適用されないとしたロ
シア連邦商工会議所国際商事仲裁裁判所の判断（前掲・CLOUT case No.139：ウクライナの売
主対オーストリアの買主）、アメリカの売主とハンガリーの買主との売買の代金決定について、
航空機エンジンには市場価格というものがないとして、55条の適用を排除したハンガリー最高
裁判決（前掲・CLOUT case No.53：アメリカの航空機エンジン製造業者［原告］対ハンガリー
の買主［被告］）、市場価格よりも当事者の合意が優先するとし、55条の適用を排除したフラン
ス・グルノーブル控訴院判決（CLOUT case No.151：フランスの買主［原告］対イタリアの売
主［被告］）がある。なお55条に基づいて、より低い代金を設定する主張をなしうるが、その主
張がなかったとして適用を排除したドイツの判決（CLOUT case No.410：イタリアの売主［原
告］対ドイツの買主［被告］）がある。 
 55条の適用された数少ない事例として、当初の契約では、代金の合意が成立していなかった
が、買主の爾後の行為、すなわち売主が買主の求めに応じて送付した訂正請求書に対して買主
が異議を唱えなかったことが契約締結の意思表示であるとされ、代金の決定に関しては55条が
適用され、契約締結時にその取引と対比し得る状況の下で請求されていた代金であると解され
－ 14 － 
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るとしたスイスの判決（CLOUT case No.215：オランダの売主［原告］対スイスの買主［被告］）
がある。 
 
４．申込の到達ならびに中止および撤回 
 
(1)申込の到達 
 15条１項は、申込が被申込者に到達した時にその効力を生ずるとする。その「到達」に関し
ては、24条に規定する撤回（revocation）の「到達」の時についての規定が準用される。申込が
撤回不能であるか否かにかかわらず、その拒絶通知が申込者に到達した時に効力を失う（17条）。 
 申込が到達し、これに対する承諾がなされて契約が成立したとして、15条１項が引用された
事例として、大型テントの所有権留保条件付売買契約が成立したと認定し、買主が管財人の管
理下に入ったことにより、売主が求めた返還請求を認容したオーストラリア連邦裁判所判決
（CLOUT case No.308：ドイツの売主［原告］対オーストラリアの買主［被告］）、電気掃除機
の販売代金請求訴訟において、買主の改修費用の相殺を認めたうえで売主の代金請求を認容し
たドイツの判決（CLOUT case No.318：オランダの売主［原告］対ドイツの買主［被告］）、3,240
足の注文に対し2,700足しか引渡をしなかったのは、反対申込であるとし、2,700足を受領した
ことによって承諾がなされたとし、代金請求を認容したドイツの判決（前掲・CLOUT case 
No.291：イタリアの靴製造業者・売主［原告］対ドイツの買主［被告］）などがある。 
 
(2)申込の中止または撤回 
 15条２項は、申込の中止（withdrawal）の通知が申込の到達前または同時に被申込者に到達す
る場合には中止しうるとし、申込が被申込者に到達した後は、中止はできないが、16条による
撤回をなしうるとする。 
 16条１項は、同２項により撤回（revocation）できない場合を除き、被申込者が承諾の通知を
発する前に申込の撤回が被申込者に到達すれば、申込は撤回しうるとする。16条２項(a)は、申
込が承諾期間の設定その他の方法により、撤回不能（irrevocable）であることを示している場合
には、撤回できないとする。15条２項が申込到達前の中止を定めるのとは対をなす。 
 日本法は、承諾の期間を定めた申込は撤回できないし（民法521条１項）、期間の定めのない
申込は相当期間撤回できないとする（民法524条）。相当期間経過後に、申込の撤回通知が発せ
られ、その通知が承諾の通知が到達した後に到達した場合、通常なら承諾の到達前に到達して
いたであろうときには、承諾者が延着の通知を発すれば契約は成立し（民法527条１項）、発し
なければ契約は成立しないとする（同条２項）。似ているようで異なるところがあるので、注意
を要する。 
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(3)禁反言による撤回不能 
 16条２項(b)は、被申込者が申込を撤回不能であると了解したことが合理的であり、かつ被申
込者がその申込に信頼を置いて行動している場合には撤回できないとする。CISGにおいて、国
内法の一般原則として認められている約束的禁反言の法理を適用しているのは、16条２項(b)
のみとされる。 
 この規定をもって禁反言の一般原則がCISGの原則としても認められたものとしている事例
がある。売主から継続的に問い合わせをしてきていたので、売主が物品について適時に不適合
の通知がなされなかったとする抗弁を主張することはあるまいと、買主が信じ込まされたこと
に対し、禁反言の原則を適用したウィーンの仲裁判断（CLOUT case No.94：ドイツの買主［申
立人］対オーストリアの売主［被申立人］）である。 
 また買主による約束的禁反言に基づく請求について、約束的禁反言がCISGの一般原則である
とまでは解せないが、16条２項(b)に該当する場合のみ禁反言が適用されるとして限定的に解し、
国内法の適用を控えたニューヨーク南部地区連邦裁判所判決＊30がある。 
 一方、CISGを排して国内契約法を適用した事例もあり、この場合はそれぞれの国の約束的禁
反言の法理によって異なる判決が下されている。 
 拘束されるとした事例に、供給者の約束を信頼してジェネリック薬品について行政からの製
造許可を取得した者に対し、約束的禁反言の法理により、供給者は原料を供給する約束に拘束
されうるとしたニューヨーク南部地区連邦裁判所判決＊31がある。 
 拘束されないとした事例に、特約店契約の延長交渉中の物品供給がなかったことから、これ
を理由とする債務不履行もしくは禁反言に基づく損害賠償請求に対し、合意の成立を否定し、
ハンガリー民法上の禁反言も否定して請求を棄却したハンガリーの判決（CLOUT case 
No.173：カナダの買主［原告］対ハンガリーの売主［被告］）がある。 
 
Ⅳ 承諾に関する規定について 
 
 承諾についてCISGは、18条から22条に規定するが、まず18条１項は、何が承諾を構成するか
を定め、18条２項・３項は、いつ承諾の効力が生ずるかを定める。18条２項は、申込に対する
承諾は、３項に規定する場合を除き、申込者の定めた期間内に同意の意思表示が申込者に到達
した時にその効力を生ずるとする。18条３項の規定は、申込者によって、または当事者間で確
立された慣行もしくは慣習の結果として、被申込者が行為を行うことにより同意を示すことが
できる場合には、その行為が行われた時に承諾としての効力が生ずるとする。また承諾は24条
の規定に従って「到達」しなければならず、23条に基づき承諾に効力が生じた時、契約が成立
する＊32。 
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１．承諾の効力発生時期 
 
 CISGは申込に対する同意の意思表示が申込者に到達した時に効力を生ずるとし、到達主義を
採るのに対し、日本法は承諾の通知を発したる時に隔地者間の契約が成立するとし、発信主義
を採る（民法526条１項）。契約の成立に関して、この点が日本法との最も大きな違いの一つで
あろう。もっとも日本も電子契約法４条は、民法526条１項を不適用にして発信主義を排してい
る。承諾の到達が遠方者に不利という到達主義の弊害は、現在は通信手段の発達により、典型
的には電子商取引のように無視しうる状況になっており、発信主義を存続させることの意義は
薄れている。見直す時期が来ているように思う。承諾に到達主義を採用した場合、承諾の撤回・
中止をなしうる余地が生じること、申込の撤回の到達前に承諾が発せられることによる時間差
が解消されること、承諾の不到達を解除条件として承諾の発信により契約が成立するという論
理操作が不要になることなど、日本法への影響が生ずるが、特段の問題が生ずるとも思われな
い。 
 
２．申込に対する同意の意思表示 
 
(1)言明とその他の行為による同意のある場合 
 被申込者は、同意する旨を示す言明もしくはその他の行為によって申込を承諾し、申込が向
けられた者のみが申込を承諾し契約を締結することができる＊33。 
 沈黙または反応のないことは、他に同意の意思表示の証拠がない限り、それだけでは承諾と
みなされることはない。同意の意思表示は、口頭もしくは書面による言明または行為によって
なされる。この意思表示の方法は、実務上最も重要な問題のひとつであろう。 
 書面による同意が国際売買契約には最も一般的であるが、ファックスによって申込に対する
承諾がなされたと認定したスペイン最高裁判判決（CLOUT case No.395：買主［原告］対スペ
インの売主［被告］）があり、書面による事例として、大型テントの所有権留保条件付売買の契
約解除通知が有効であるとされて、返還請求を認容したオーストラリア連邦裁判所判決（前掲・
CLOUT case No.308：ドイツの売主［原告］対オーストラリアの買主［被告］）がある。 
 当事者間で確立された慣行もしくは慣習により、履行の行為を行うことにより同意を示すこ
とができる場合には、18条３項によりその行為が行われた時に承諾としての効力が生ずる。問
題となるのは行為による同意である。 
 行為による同意の事例として、靴が数量不足であっても、受領したことによって承諾がなさ
れたとしたドイツの判決（前掲・CLOUT case No.291：イタリアの靴製造業者・売主［原告］
対ドイツの買主［被告］）、ドアの受領により確認書の条件を含む申込の承諾がなされたとした
ドイツの判決（CLOUT case No.292：フランスの売主［原告］対ドイツの買主［被告］）、売主
によって増量して出荷されたプラスチック部品が受領されたことにより、承諾がなされたとし
たスイスの判決（CLOUT case No.193：ドイツの売主［原告］対スイスの買主［被告］）、カナ
ダから直送された電気製品を受領したことにより、アメリカの売主（第１被告）との契約が成
立したとしたアメリカ・ミネソタ州ヘネピン郡連邦地方裁判所判決（前掲・CLOUT case 
No.416：アメリカの買主［原告］対アメリカの売主［第１被告］・カナダの供給者［第２被告］）、
ウクライナ製鉄鋼製品輸入に対する信用状の開設が行為による承諾であるとしたアメリカ・イ
リノイ北部地区連邦裁判所判決（前掲・CLOUT case No.417：イリノイ州の鉄鋼製品販売業者・
買主［原告］対ドイツに本社があるイリノイ鉄鋼貿易業者・売主［被告］）、購入物品の資金調
達のために銀行に送付された請求書をもって同意があったとしたアルゼンチンの事例＊34、行政
機関への照会状を送付したことは承諾の同意であるとしたニューヨーク南部地区連邦裁判所判
決＊35等がある。 
 承諾のための言明および行為の解釈は、８条の規定による（Ｉ１(2)参照）。８条が適用され
た事例として、国内法を適用した控訴裁判所に対し、CISG８条１項に基く事実確認をなすべき
として差し戻したオーストリア最高裁判決（CLOUT case No.306：ドイツの買主［原告］対オ
ーストリア売主［被告］）、重要事実についての争いがあることから略式判決(summary judgement)
を排して、事実審においてCISG８条３項に基づき交渉経過を証拠として考慮することができる
としたニューヨーク南部地区連邦裁判所判決（CLOUT case No.413：イタリアの製靴業者［原
告］対アメリカの買主［被告］）、燐酸アンモニウムの数量変更について実質的な変更申込に当
たるか否かについて、CISG８条１項に照らして合理的な者にとって明確であったか否かの審理
を求めて差し戻したオーストリア最高裁判決（前掲・CLOUT case No.189：ロシアの買主［原
告］対オーストリアの売主［被告］）、CISG８条３項を適用してすべての状況を考慮し、販売店
ではなく製造業者が契約当事者であったと認定したスイスの判決（前掲・CLOUT case No.334：
オーストリアの製造業者のスイスの販売代理店［原告］対スイスの買主［被告］）、大型テント
売買契約における所有権留保条項の効力は国内法によるが、その存否の判断は事実の問題であ
るとしてCISG８条ほかが適用されるとしたオーストラリア連邦裁判所判決（前掲・CLOUT case 
No.308：ドイツの売主［原告］対オーストラリアの買主［被告］）、CISG８条２項・３項を適用
し、チンチラ毛皮の売買契約は代金も含め合理的な者であればそのように理解したであろうほ
どに十分に明確であるとしたオーストリア最高裁判決（前掲・CLOUT case No.106：ドイツの
売主［原告］対オーストリアの買主［被告］）、原告の沈黙にもかかわらず、CISG８条３項に基
づき当事者間の慣行により仲裁契約の成立を認めたニューヨーク南部地区連邦裁判所判決
（CLOUT case No.23：イタリアの製靴業者［原告］対アメリカの買主［被告］）、梱包されたベ
ーコンの注文に対し、梱包のないベーコンの返答は反対申込であり、CISG８条２項に基づき反
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対申込が承諾されたと認定して、転売損の請求を認容したドイツの判決（CLOUT case No.227：
イタリアの売主［原告］対ドイツの買主［被告］）がある。 
 
(2)沈黙または反応のない場合 
 端的に18条が適用されれば、沈黙または反応のないことは、他に同意の意思表示の証拠がな
い限り、それだけでは承諾とみなされることはない。この事例として、婦人服の注文を受けた
とする売主の主張に対し、取引歴がなかったことより、沈黙は承諾を構成しないとして契約の
成立を否定したデンマークの判決（前掲・CLOUTcase No.309：デンマークの売主［原告］対フ
ランスの買主［被告］）、いったん成立した契約の変更について、沈黙は承諾を構成しないとし
て変更を認めなかったフランス破毀院の判決（CLOUT case No.224：フランスの売主［原告］
対イギリスの買主［被告］）、プリント集積回路の代金に関して争いが生じたが、いったん合意
した代金の変更についての承諾がないとして認めなかったスイスの判決（前掲・CLOUT case 
No.193：ドイツの売主［原告］対スイスの買主［被告］）がある。 
 しかし当事者は９条１項・２項により慣行・慣習にも拘束され、沈黙または反応のないにも
かかわらず、同意があったとされることがある。当事者間の取引過程は、申込に対して遅滞な
く異議を述べるべき義務を構成し、異議申立ての遅延は申込に対する承諾を構成する。日本法
も申込者の意思表示または取引上の慣習により通知の必要がない場合は、承諾の意思表示の事
実があった時に契約が成立するとし（民法526条２項）、この点は似ている。 
 相手方当事者が沈黙していても、承諾したものとみなされた事例として、過去の取引におい
て売主が買主に対し明示的な承諾をせずに対応してきたことから、沈黙していても契約が成立
したものと認めたフランス・グルノーブル控訴院判決（CLOUT case No.313：フランスの買主
［原告］対スペインの売主［被告］）、原告の沈黙にもかかわらず、当事者間の慣行により仲裁
契約の成立を認め防訴抗弁を認容したニューヨーク南部地区連邦裁判所判決（前掲・CLOUT 
case No.23：イタリアの製靴業者［原告］対アメリカの買主［被告］）、被告が原告の木材を検査
して市場に再販売したいとする申し出を拒絶せず、損害賠償も代替品請求もしていないことか
ら、沈黙を承諾とみなして解約したものとしたドイツの裁判所判決（CLOUT case No.120：ナ
イジェリアの売主から請求権を譲り受けたドイツ人［原告］対ドイツの買主［被告］）などがあ
る。 
 なお承諾したものとされなかった事例として、商事確認書に対する沈黙は同意とみなすこと
が国際的慣行であるとの立証がないとして承諾を否定したドイツの判決（CLOUT case 
No.347：トルコの売主［原告］対ドイツの買主［被告］）がある。 
 
 
－ 18 － 
国連物品売買条約の契約成立に関する適用事例について－富澤 
－ 19 － 
３．条件付承諾 
 
 19条は、被申込者の同意が変更されているため、「承諾」となるか、「反対申込」となるかに
ついて、18条を補足し、申込の変更を含んでいる返答は、承諾の形をとっていても、申込の拒
絶であり、14条１項の要件を満たすことにより反対申込となるとする＊36。19条１項は、基本的
概念を規定し、同２項は、実質的な変更にあたらない申込者が異議を述べない場合の例外を規
定し、同19条３項は、実質的な変更について例示する。 
 
(1)実質的な変更 
 19条１項は、申込に対し、付加、制限その他の変更を含んでいる申込に対する返答は、申込
の拒絶であり、その結果、合意が成立していないとされた事例として、ラム皮コートの売買契
約終了の合意がなされていないとしたスイスの判決（CLOUT case No.251：スイスの売主［原
告］対リヒテンシュタインの買主［被告］）、販売店契約の延長合意がなされていないとしたハ
ンガリーの判決（前掲・CLOUT case No.173：カナダの買主［原告］対ハンガリーの売主［被
告］）がある。 
 実質的な変更を例示する19条３項は、実質的変更について、代金、支払、物品の品質および
数量、引渡の場所および時期、相手方に対する責任の限度、または紛争解決の方法を挙げる。 
 この関係の事例としては、当事者双方が条件変更を求めたのは実質的変更に当たり、合意の
有無等につき事実審に移行すべきであるとしたアメリカ・イリノイ北部地区連邦裁判所判決（前
掲・CLOUT case No.417：イリノイ州の鉄鋼製品販売業者・買主［原告］対ドイツに本社があ
るイリノイ鉄鋼貿易業者・売主［被告］）、いったん合意した代金について、その変更について
は承諾がないとして認めなかったスイスの判決（前掲・CLOUT case No.193：ドイツの売主［原
告］対スイスの買主［被告］）、注文数量より少ない靴の引渡は条件変更であるが、買主がこれ
を受領した行為（承諾）により契約が成立したとしたドイツの判決（前掲・CLOUT case No.291：
イタリアの靴製造業者・売主[原告]対ドイツの買主［被告］）、品質について合意のないまま売
主が引渡した試験管代金についての支払請求を否認したドイツ・フランクフルト上級地方裁判
所判決（前掲・CLOUT case No.135：ドイツのガラス製造業者・売主［原告］対イタリアの買
主）、承諾が実質的変更に当たるが、十分に明確ではないから反対申込の要件を満たさないとし
たドイツの判決（前掲・CLOUT case No.121：スウェーデン人の買主［原告］対ドイツ人の売
主［被告］）、梱包されたベーコンの注文に対し、梱包のないベーコンの返答は反対申込である
が、これが承諾されたと認定したドイツの判決（CLOUT case No.227：イタリアの売主［原告］
対ドイツの買主［被告］）、受渡条件等重要事実について不明確なので略式判決（summary 
judgement）を付与しなかったニューヨーク南部地区連邦裁判所判決（前掲・CLOUT case 
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No.413：イタリアの製靴業者・売主［原告］対アメリカの買主［被告］）、引渡時期が合意され
ていないとしたドイツの裁判所判決＊37（CLOUT case No.133：イタリアの輸入業者・買主［原
告］対ドイツの売主［被告］）、裁判管轄の変更は実質的変更に当たり、これに対する承諾がな
されていないとしたフランス破毀院の判決（CLOUT case No.242：フランスの［買主］対ドイ
ツの売主［被告］）、仲裁条項は実質的変更に当たるが、これが承諾されたとして防訴抗弁を認
容したニューヨーク南部地区連邦裁判所判決（前掲・CLOUT case No.23：イタリアの製靴業者・
売主［原告］対アメリカの買主［被告］）がある。 
 
(2)実質的ではない変更 
 19条２項は、申込に対する返答が申込の内容を実質的に変更するものでない場合には、申込
者が不当に遅滞することなく、その相違について異議を発しない限り承諾となるものとする。 
 19条３項の例示に該当しても、ただちに実質的な変更と認定することなく、申込の受領者に
対し有利な変更は、実質的な変更でないものとされた事例がある。数量変更が受領者に有利な
ものであるかどうかなどの審理を求め差し戻したオーストリア最高裁判決（前掲・CLOUT case 
No.189：ロシアの買主［原告］対オーストリアの売主［被告］）がそれである。 
 代金や受渡条件に関して、実質的変更ではないとされた事例に、19条を援用して契約が成立
していないとする原告の主張に対し、代金の市場価格による調整および一品種の引渡繰り延べ
は実質的変更ではないとしたフランス・パリ控訴院判決（前掲・CLOUT case No.158：フラン
スの買主［原告］対ドイツの売主［被告］）、類似の事例で19条を援用して合意がなされていな
いとの買主の主張に対し、市場価格により価格調整がなされるとの合意があったとしたフラン
ス破毀院判決（前掲・CLOUT case No.155：日本の売主［原告］対フランスの買主［被告］）、
標準約款に規定する引渡条件の変更は、実質的な変更に当たらずとして契約の成立を認めたド
イツの判決（前掲・CLOUT case No.362：デンマークの売主［原告］対ドイツの買主［被告］）
などがある。 
 変わったところでは、買主に対する契約終了の草案作成の要求は、実質的変更ではないとし
たCEITAC仲裁判断＊38や、航空機エンジンの取引において、当事者が共同で公表するまで秘密
保持を要求することは実質的変更ではないとしたハンガリー最高裁判決（前掲・CLOUT case 
No.53：アメリカの航空機エンジン製造業者・売主［原告］対ハンガリーの買主［被告］）があ
る。 
 
４．契約の変更または解消に対する承諾 
 
 契約の変更または解消は、実体売買法に関する29条の規定に従うが、変更または解消の申込
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に同意したか否かは18条による。また契約の変更または解消の申込に対する条件付承諾が反対
申込を構成するか否かは19条によることは、前項に述べたとおりである。 
 契約変更の反対申込が承諾された事例として、履行により売主の用いた標準約款を承諾した
として契約の変更を認めたドイツの判決（前掲・CLOUT case No.232：イタリアの売主［原告］：
ドイツの買主［被告］）、反対申込に異議を唱えなかったことから、承諾があったと認定したド
イツの判決（前掲・CLOUT case No.227：イタリアの売主［原告］対ドイツの買主［被告］）、
引渡を受けたコートに欠陥があるとする買主の主張は、契約変更が合意された結果によるもの
であるから、認められないとした判決＊39（CLOUT case No.251：スイスの売主［原告］対リヒ
テンシュタインの買主［被告］）がある。 
 反対申込に対する承諾なされていないとされた事例として、商事確認書を有効とする国際取
引上の慣行の立証がされていないとして、同書により値引の合意がなされたとする買主の主張
を否定したドイツの判決（前掲・CLOUT case No.347：トルコの売主［原告］対ドイツの買主
［被告］）、プリント集積回路の値上要求が合意されていないとして請求を否認したスイスの判
決＊40（CLOUT case No.193：ドイツの売主［原告］対スイスの買主［被告］との契約）、引渡時
期の変更が承諾されていないとしたドイツの裁判所判決（前掲・CLOUT case No.133：イタリ
アの輸入業者・買主［原告］対ドイツの売主［被告］）、売買契約成立後に送付された売主から
の確認書記載の裁判管轄条項について、買主の承諾がないとして認めなかったフランスの判決
（前掲・CLOUT case No.203：フランスの買主［原告］対イタリアの包装材料の売主［被告］）
などがある。 
 契約解消に関する事例としては、品質不良を理由に支払を拒む買主に対する売主の転売申入
れについて、行為による解約の合意を認定した判決（CLOUT case No.120：ナイジェリアの木
材販売の売主からの請求権譲受人のドイツ人［原告］対ドイツの買主［被告］）が報告されてい
る。 
 
５．書式合戦 
 
 CISGは、包括的および反復的使用のために予め準備された標準約款の使用によって生ずる問
題（いわゆる「書式合戦」）に対して特段の規定を設けていないが、この種事案は19条２項に基
づいて解釈されている。相互の標準約款の条件に齟齬があるにもかかわらず、契約の履行によ
り契約の成立を認めているいくつかの事例がある。典型的な事例として、買主が契約を履行し
たことにより、申込と異なる標準約款が承諾されたとして、契約の変更を認めたドイツの判決
（前掲・CLOUT case No.232：イタリアの売主［原告］：ドイツの買主［被告］）がある。 
 逆に双方の標準約款の条件が認められなかった事例として、買主の裏面約款が契約書表面に
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言及されていないことをもって、売主はこの裏面約款に拘束されないとし、他方で売主の確認
書は契約締結後に送付されたもので、買主は確認書記載の変更事項を承諾していないとして、
どちらの標準約款にも効力を与えなかったフランスの判決（前掲・CLOUT case No.203：フラ
ンスの買主［原告］対イタリアの包装材料の売主［被告］）がある。 
 CISGは書式合戦の規定を持たないが、結果としてラーストショット・ルールとなるとされる。
しかし上述判例からみる限り、必ずしも明らかではない。またラーストショット・ルールは、
合理的ではなく、かつ恣意的に利用されるおそれがあることから、批判がある。日本法では、
適用するとすれば申込に変更を加えた承諾について規定する民法528条ということになろう。し
かし同条は、当事者がすべてに合意している状況を想定しており、この場合には妥当しないの
で法の欠缺があるとされる＊41。立法的手当をするのであれば、いわゆるノックアウト・ルール
を採用するアメリカ商事統一法典第２-207条(3)項が参考になろう。 
 
６．期間の計算と遅延した承諾 
 
 20条は、通信が相手方当事者に到達する期間の計算方法を定める。21条は、期間を超えて遅
延した承諾の扱いについて定める。20条１項は、期間計算の起算日を定め、第１文は、遠距離
の通信手段について、第２文は、瞬時的通信手段について定める。20条２項は、期間計算のた
めの休日および非取引日の扱いについて定める。 
 「承諾」は20条に規定された計算方法により、承諾が期間内に申込者に「到達」しなければ
ならないが（18条２項）、承諾が遅延しても、21条１項または２項の条件を満たせば、効力が生
ずる。なお承諾の効力が生じたであろう時よりも前またはそれと同時に、中止の通知が申込者
に到達すれば、中止できる（22条）。 
 被申込者に対し遅滞なく承諾が有効である旨の通知がなされない限り、期間が過ぎた申込を
承諾することはできないとする点で、日本法も同様の規定を有する（民法521条２項）。ただし
以下に述べる如く、遅延した承諾を認める場合がある。 
 21条１項は、承諾が遅延しても、申込者が有効な承諾として扱う旨の通知を遅滞なく発した
場合は、承諾としての効力を有するとし、申込者に選択権を与える＊42。日本法は、承諾として
扱うのではなく、申込者は新たな申込とみなすことができ（民法523条）、これに対する承諾を
選択することができるとする構成を採るが、申込者の選択権を認める点では同旨である。 
 21条２項は、通信が通常の状態であれば、適切な時期に申込者に到達したであろう状況の下
で発送されたことを示しているときは、申込者が遅滞なく被申込者に対して申込が既に失効し
ていたものとして扱う旨を通知しない限り、遅延した承諾であっても承諾としての効力を有す
るとし、申込者の義務を定める。日本法は、通常なら期間内に到着しているはずである場合、
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申込者が延着の通知を発すれば、契約は成立しないが（民522条１項）、通知をしなければ、契
約は成立するとし（民法522条２項）、同趣旨である。なお承諾期間経過後の扱いについても、
日本法と同じ扱いである。 
 
Ⅴ 契約の成立時期と意思表示の到達 
 
１．23条に定める契約の成立時期について 
 
 18条３項に規定する場合を除き、承諾は18条２項に基づき申込者に到達した時、効力を生じ
（Ⅳ前文参照）、23条は、その効力が生じた時、契約が成立するとする。 
 
(1)契約成立について 
 当事者間の意思表示により申込に対する承諾が申込者に到達した時、契約は成立するが、意
思表示については８条の解釈に従う（前述Ｉ １(2)参照）。 
 意思表示に関する事例として、92条留保により第Ⅱ部の適用がなくとも、当事者の意思によ
り契約が成立したとしたドイツの判決（前掲・CLOUT case No.134：フィンランドの売主［原
告］対ドイツの買主［被告］）、返答は実質的変更に当たらないから承諾であり、その到達によ
り契約が成立したとしたフランス・パリ控訴院判決（前掲・CLOUT case No.158：フランスの
買主［原告］対ドイツの売主［被告］）、当事者の契約締結の意思を立証する交信内容であると
して、契約成立を認めたドイツの判決（前掲・CLOUT case No.５：イタリアの売主［原告］対
ドイツの買主［被告］）がある。 
 その他停止条件に関する事例として、政府許可を条件とする申込について、そのために契約
の成立が繰り延べされることはないとし、承諾のなされた時に契約が成立するとされた事例に、
航空機エンジンの取引におけるハンガリー最高裁判決（前掲・CLOUT case No.53：アメリカの
航空機エンジン製造業者・売主［原告］対ハンガリーの買主［被告］）、また供給者と下請業者
の契約について、元請業者が下請に指名した時に契約が成立するとしたICC仲裁判断＊43がある。 
 ひとたび契約が成立すると、爾後の交信は契約変更の申入れと解される。契約変更の申込が
認められなかった事例として、代金の変更申入れが承諾されていないとしたスペイン最高裁判
判決（前掲・CLOUT case No.395：買主［原告］対スペインの売主［被告］）、代金変更の申込
に対し沈黙していたことより、承諾とは認められないとしたスイスの判決（前掲・CLOUT case 
No.193：ドイツの売主［原告］対スイスの買主［被告］との契約）、契約成立後に送付された確
認書は認められないとしたフランスの判決（前掲・CLOUT case No.203：フランスの買主［原
告］対イタリアの包装材料の売主［被告］）がある。 
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(2)契約成立の場所 
 23条は、契約の成立場所について言及していないが、３条の規定から類推して承諾が申込者
に到達した営業所在地において契約が成立すると解された事例として、承諾の到達が申込者の
営業所在地であるドイツであったので、ドイツ法を適用するとしたオーストラリア連邦裁判所
判決（前掲・CLOUT case No.308：ドイツの売主［原告］対オーストラリアの買主［被告］）が
ある。 
 
２．24条に定める意思表示等の「到達」について 
 
 24条は、意思の表示が相手方に到達する時について規定する。 
 意思表示の「到達」については、15条１項（申込）、15条２項（申込の中止）、16条１項（承
諾の撤回）、17条（拒絶）、18条２項（承諾）、20条１項（瞬時的通信手段によるときの期間計算
の起算日）、21条２項（通常の通信状態であれば適切な時期に到達したであろうときの遅延した
承諾）および23条（契約の成立）の各条において言及され、契約成立の前かその時までになさ
れた意思表示のみに適用される。なお契約成立後の意思表示については27条が規定し、向けら
れた相手方が受領しなかったり、遅滞や誤りが生じた場合の危険を負担するとする。 
 口頭の意思表示はそれが相手方になされた時に到達するが、口頭以外の意思表示は、相手方
本人または相手方の営業所もしくは郵便送付先に通信が配達された時、相手方に到達する。相
手方が営業所も郵便送付先をも有しない場合においては、相手方の常居所に通信が配達された
時とする。相手方が住所を変更した場合、関係する住所に配達された通信は有効である。 
 国際取引において言語の問題は重要である。意思表示の「到達」について規定する24条は、
相手方が理解できない言語を使用した場合の明示の規定がないが、８条１項・２項に基づき、
意思表示は当事者の共通の理解に従って解釈され、また相手方と同じ部類に属する合理的な者
が同じ状況の下でしたであろう理解に従って解釈されるものとされる（前述Ｉ １(2)参照）。 
 使用言語に関する事例として、当事者によって言語が合意されているか、過去の取引で使用
されているか、取引で通常用いられていない限り、意思表示は到達しないとしたドイツの判決
（前掲・CLOUT case No.132：イタリアの売主・債権譲受人［原告］対ドイツの買主［被告］）、
ドイツの売主がドイツ語の標準約款をイタリアの買主に送付したが、相手方当事者の言語に翻
訳されていないので、効力を認めないとしたドイツの判決(前掲・CLOUT case No.345：イタリ
アのリース会社・買主［原告］対ドイツの売主［被告］）がある。事例を見る限り、使用言語に
ついては妥当な判断がなされていると思う。 
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おわりに 
 
 本稿は、CISGの契約の成立に関する条文の配列に沿って事例を俯瞰することを試みたもので
あるが、各事例について、当該条文がどのように解釈・引用されているかという側面から扱っ
たため、判決内容を部分的に切り取ることになり、かつまた同一事例を繰り返し掲載すること
にもなり、煩瑣な叙述となってしまった憾みがある。まずは読者の寛恕を乞いたい。 
 事例を俯瞰して実感したことは、ヨーロッパ諸国間、特にドイツ、オーストリア、イタリア、
スイス、フランスなどの事例が多く、これらの諸国はEUとして政治・経済が一体化しているた
めか、あたかも国内取引における紛争事例のような印象を強く受けたことである。過去に体験
してきた商社のビジネスにおける国際取引のイメージとはほど遠いように思う。しかし国際取
引の底辺が広がっている現在、このような類の事例が日本の貿易でも増加してくるのではある
まいか。とすれば、CISG研究の必要性は増して行くことであろう。 
 契約の成立に関する事例を見る限り、たとえばドイツの商事確認書やアメリカの口頭証拠原
則などいわばローカル・ルールの扱いに対しても、穏当な判断がなされており、巧みにCISGの
規定との折り合いがつけられているように思われた。とはいえ事例はバラエテイーに富んでお
り、必ずしも判例が統一的な方向に収斂されているとまではいえない。しかし少なくとも、予
測可能性の範囲を大きく逸脱するような例は見あたらなかった。日本がCISGに加盟したとして
も、日本の国際取引に悪影響を及ぼすようなことはなかろうと思う。 
CISGに関しては、現状においても非加盟国や第Ⅱ部留保国に対してもCISGの契約成立に関
する適用事例が少なくないことから、無関心ではいられないし、さらには日本法の課題である
承諾の到達主義への変更や書式合戦に関する立法的な手当の検討など将来を考える上でも
CISGへの加盟は有意義であるように思われる。そして何よりもCISGに加盟することによって、
CISGを適用した日本の裁判所の判断が海外に発信されることになり、これがひいては日本が世
界の法文化の形成に参画するという積極的な側面があることも見逃すことはできない。 
 なお本稿は、契約の成立問題に関する事例を取り上げたのであるが、結果的に８条問題のウ
エイトが極めて高いものになった。契約関係にかかわる紛争事例であるから、当事者の意思の
問題が重要であることは当然ともいえようが、この８条問題は興味深いテーマであり、他日を
期してもう少し掘り下げて検討したいと考えている。 
 ともあれ日本のCISG加盟の気運が高まりつつある今日、本稿がCISG加盟によって国際売買
契約にどのような影響が及ぼされるかの検討に些かでも資することになれば幸いである。 
 
注 
＊１ 柏木昇「CLOUTに現れたウィーン売買条約判例の動向」と題した報告による。現在、国際
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取引法フォーラムのメンバーを中心とする研究者・実務家が手分けして、CLOUTの翻訳を行っ
ているが、これはその原稿の第一次集計段階での感想に基づくものである。なおCLOUTは、
Case Law on UNCITRAL Texts の略で、CISGを適用した判決・仲裁判断について、UNCITRAL
（国連国際商取引法委員会）に報告のあったものを英文で要約したものである。 
http://www.uncitral.org/unicitral/en/case-law/adstracts.html参照。 
＊２ 本稿は、2006年５月20日開催の国際取引法フォーラム第63回定例研究会（東京大学・山上
会館203号室）における報告資料を再構成したものである。研究会において貴重なご意見を頂戴
した各位に対し、お礼申し上げる。 
＊３ http://www.uncitral.org/unicitral/en/case-law/digests.html参照。 
＊４ 前注・１）第２文参照。 
＊５ この関係の事例として、国内法が適用された結果、当該契約に「約因（consideration）」が
存在するに十分な事実があるとして契約の有効性を認めたニューヨーク南部地区連邦裁判所判
決（Southern District Court of New York, United States, 10 May 2002, Federal Supplement（２nd Series）
201, 236 at 283 ff. 2002 Westlaw 193381, 2002 US Dist. LEXIS 15442.）があるが、契約の有効性の
問題ではなく、契約の成立の問題と捉える考え方もありえよう。 
＊６ CISGとならぶ国際商取引の国際規範としてよく対比されるUNIDRPIT原則は、2.19条２項
に標準約款の定義を求める。なお「UNIDROIT原則（ユニドロワ国際商事契約原則）」は、私法
統一を目的とする国際団体として、1926年国際連盟の補助機関としてローマに創設された
UNIDROIT（International Institute for the Unification of Private Law）により国際商取引規範として
1994年公表された。 
＊７ 口頭証拠による抗弁に対し、口頭証拠原則を適用し本件とは反対の結論を出した第５巡回
区連邦控訴裁判所判決（CLOUT case No.24:売主［原告］対アメリカ買主［被告］Beijing Metals 
& Minerals Import/Export Corp. v. American Business Center）がある。 
＊８ ドイツ法の原則は、一方当事者が相手方に送付した商事確認書について、相手方が沈黙し
ているにもかかわらず、契約が成立しうるし、またすでに契約が成立している場合で、意図的
に誤った言明（misstatement）がなく、その条件に延滞なく意義の申出がないときは、それによ
り契約条件が決定するとする商慣習を認めている。 
 確認書の肯定例としては、商慣習の射程を分析することなく、確認書の受領者が拘束される
としたドイツ・ザールブリュッケン高等裁判所判決（Unilex）、売主と買主がかかる慣習を認め
る法域に営業所を有するので、慣習および慣行を尊重して（９条１項・２項）有効であるとし
たスイスの判決（CLOUT case No.95：オーストリアの売主［原告］対スイスの買主［被告］）、
確認書の受領者である買主が物品を受領したことにより当該条件を承認したと認定したドイツ
の判決（CLOUT case No.292：フランスの売主［原告］対ドイツの買主［被告］）、標準契約条
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件が組み込まれた確認書が有効か否かについては国内法が適用されるとしてドイツ法を適用し
たオランダの判決（Unilex）などがある。 
 しかし本件のように、取引がCISGによって規律されているときは、国際的慣習として認めな
いとするのが一般的な解釈であって、本件のほか、確認書の効力を否定した事例に当事者の意
思の証拠の評価には関係しうるとしながらも、そのような取引慣行の法的効力は、当事者双方
が知らなければならないとして無効としたドイツの判決（CLOUT case No. 276：フランスの売
主［原告］対ドイツの買主［被告］）がある。 
＊９ Bundesgerichtshof, Germany, 31 Octorber 2001, New Juristische Wochenschrift, 2001, 370 ff. 
＊10 一方の当事者が非締約国に所在する事案にCISGが適用された事例として、CLOUT case 251
がある。買主はCISG非締約国のリヒテンシュタインに所在したが、法廷地スイスの国際私法に
よりCISGが適用された。同様事例にcase 261がある。 
＊11 本件は、結局、スイスの手続法によって管轄権が否定され請求は却下された。 
＊12 ダイジェストでは「ドイツ買主」としているが、CLOUTによれば、「スイスの買主」と記
載されている。原文がドイツ語版であることから、誤解したものか。 
＊13 正式事実審理を経ないでなされる判決であり、陪審の審理を経ない点に大きな特徴がある。 
＊14 本件は、契約成立に関する法の適用問題の事例としてよりも、むしろ英米法の口頭証拠原
則（parol evidence rule）が適用されず、交渉経過その他一切の状況を考慮するとするCISG８条
３項が適用された事例としての意味が大きい。 
＊15 本件は、事実認定をめぐり口頭証拠原則により証言を不採用とするかどうかが争点となり、
契約の成立以外はCISGが適用されて、８条３項に基づき関連する一切の事情が考慮された事案
である。 
＊16 オーストリア最高裁は、他方当事者にとって有利であるだけならば、その変更事項は
CISG19条２項の意味における「実質的に」申込を変更するものとはならないとし、明示的な承
諾を必要としないと判示している。 
＊17 Orberlandesgericht Frankfurt, Germany, 30 August 2000, Unilex. 
＊18 Orberlandesgericht Stuttgart Germany, 28 February 2000. 
＜http:www.cisg-omline.ch/cisg/urteile/583.htm＞ 
＊19 Hoge Rand, Netherlands,７ November 1997, Unilex. 
＊20 オーストリア法によれば、代理人に向けられた申込は、本人の承諾によって拘束されうる。
本件の場合、申込者が申込の向けられた相手先が代理人であることを知っていれば、本人に伝
達されることを期待しうるが、代理人であることを知らなければ、本人が承諾してもそれに拘
束されないので、この点が争点となった。 
＊21 本件は、オーストリアの製造業者のスイスの販売代理店・売主［原告］がスイスの買主［被
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告］に代金支払いを求め、売買契約が製造業者と買主間でなされたことをもって、被告が原告
に当事者適格がない旨の主張をしたが、裁判所はCISG８条を適用して売買契約の当事者が原告
の主張どおりであることを認定したものの、請求権が原告に譲渡されたとして請求を認容した
事案である。 
＊22 本件は、買主が何らの留保も付けずに売主に対して請求書の送付を依頼した行為により、
買主の承諾の意思が認定され、代金の決定に関して55条が適用された。55条によって、代金は
契約締結時にその取引と対比し得る状況の下で請求しうる額であるとされた。なお14条と55条
の関係について、Ⅲ ３(5)参照。 
＊23 Oberlandesgericht Hamburg, Germany, ４July 1997, Unilex. 
＊24 本件は若干複雑である。過去の取引では、前金で購入したカートンボックスの損傷につい
て、通知の都度、売主から返金を受けていた買主が、返金を受けられなかったので、その次の
取引において、損害賠償額相当額の相殺を主張したために争いとなったものであり、この係争
のなかで危険の移転について被告の主張が否定された事案である。 
＊25 Landgericht Oldenburg, Germany, 28 February 1996, Unilex. 
＊26 Oberlandesgericht Hamburg, Germany,４July 1997, Unilex. 
＊27 Southern District Court of New York, United States, 10 May 2002, Federal Supplement（２nd 
Series）201, 236. ff. 
＊28 ICC award No. 8324, 1995, Unilex. 
＊29 詳しくは、ペーター・シュレヒトリーム著、内田貴・曾野裕夫訳『国際統一売買法』107
～112頁、甲斐道太郎・石田喜久夫、田中英司、田中康博『注釈 国際統一売買法Ⅱ』法律文化
社（2003年）11～15頁参照。 
＊30 Southern District Court of New York, United States, 10 May 2002, Federal Supplement（２nd 
Series）201, 236. アメリカの裁判においてかかる抑制的な判断がなされたのは、若干意外な感
があるが、連邦裁判所かつニューヨークであったからであろうか。 
＊31 Southern District Court of New York, United States, 21 August 2002, 2002 Westlaw 193381, 2002 
US Dist. LEXIS 15442. 
＊32 この関係の事例に、商事確認書の受領前に契約がすでに成立したと認定し同書の効力を否
定したフランス・パリ控訴院の判決（前掲・CLOUT case No.203：フランスの買主［原告］対
イタリアの売主［被告］）がある。 
＊33 被申込人が代理人であったか否かが問題とされたオーストリア最高裁判決（前掲・CLOUT 
case No. 239：イタリアの売主［原告］対オーストリアの買主［被告］）が報告されている。 
＊34 Cámara National de Apelaciones en lo Comercial, Argentina, 14 Octorber 1993, Unilex. 
＊35 Southern District Court of New York, United States, 10 May 2002, Federal Supplement（２nd 
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Series）202, 236 ff. 
＊36 14条１項の要件を満たしているかどうか明らかにすべきであるとしたオーストリア最高
裁判決（前掲・CLOUT case No.189：ロシアの買主［原告］対オーストリアの売主［被告］）参
照。 
＊37 本件は、変更後の契約違反に対する損害賠償について、銀行保証による支払を受けた売主
に対し、買主による返還請求を認容した事案であり、保証債務が損害賠償を含むか否かが争点
となったもので、契約変更については問題とされていない。 
＊38 CIETAC award No. 75, Chaina,１April 1993, UNILEX. 
＊39 本件は、一方の当事者が非締約国に所在する事案にCISGが適用された事例でもある。買主
はCISG非締約国のリヒテンシュタインに所在したが、法廷地スイスの国際私法によりCISGが
適用された。 
＊40 本件は、承諾に関するCISG18条の規定が正面から取り上げられており、29条に基づく契約
の変更または解消の合意の有無が第Ⅱ部の規定によるものであることを示す典型事例といえる。 
＊41 詳しくは、内田貴『民法Ⅱ 債権各論』東京大学出版会（2004年）31～33頁参照。 
＊42 ICC仲裁判断において承諾を有効とする申込者の通知の遅延により無効とされた事例（ICC 
Court of Arbitration award No.844, 1994, The ICC International Court of Arbitration Bulletin（Nov. 
1995）72-73.）がある。 
＊43 前掲）ICC仲裁判断参照。 
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Court Decisions and Arbitral Awards Relating to Part II Formation of the United 
Nations Convention on Contracts for the International Sale of Goods 
 
TOMIZAWA Toshikatsu 
(Department of Law, Economics and Public Policy, Faculty of Literature and Social Sciences) 
 
The time has come for Japan to seriously consider acceding to the United Nations convention on 
Contracts for the International Sale of Goods (CISG). Currently, 67 countries have acceded to the CISG 
after Korea’s agreement to do so in 2005.  Among the major countries involved international trade, only 
two remain as non-signatory nations: Japan and the UK. 
 
The reason for the UK’s refusal is somewhat understandable. The laws of England and Wales, to some 
extent, have been accepted as a de facto standard for international trade. As a result, the UK has had little 
incentive to become a member of the CISG (although they are now considering acceding to it). 
 
Japan’s reluctance in acceding to the CISG is rather vague in comparison. One of the major reasons is 
probably because Japan’s industrial sector has had little need for it. International trade in Japan has been 
monopolized by the large trading firms, called SOGOSOSHA, which use their own contractual forms in 
their business transactions. Thus, it is not necessary for them to apply CISG rules to international trade.  
 
However, in today’s business world, international trade has become exceedingly common in Japan even 
for the smaller companies who do not have the capacity to prepare their own contractual forms. For the 
smaller companies, like those who do not have their own legal staff, the application of CISG can serve as 
a stabilizing factor which regulates international sales and purchases and thereby creating a more stable 
business environment. 
 
There is an additional reason for Japan’s hesitation in acceding to the CISG. CISG has not been legally 
stabilized yet because there has not been enough case volume relating to it.  However, cases have 
accumulated considerably since CISG went into effect in 1988. 
 
The main purpose of this paper is to provide an overview of the cases relating to CISG II (contract 
formation) and survey the predictability of case law.  Thus far no cases have been found to deviate 
beyond the range of predictability relating to CISG case law. Judging from my own empirical evidence, 
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there appears to be no significant impediments to the application of CISG in Japan.  Moreover, acceding 
to the CISG is expected to contribute to the world legal culture of fellow CISG members through the 
disclosure of CISG cases handled by courts in Japan.  This corresponds with current governmental 
policy which intends to broaden Japanese legal culture, such as processing English translation of the 
fundamental Japanese statutes. It is hoped that this paper will contribute to the discussion concerning 
Japan’s acceptance of CISG. 
